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と呼ばれた。
その後、1920 年、沖縄県当局・県会の運動が功を奏して、「沖縄県ニ関
スル府県制特例改正」（大正 9年勅令第 28 号）の施行によって、府県制の
「特例」撤廃、即ち県会議員の直接公選と県参事会の設置が実現している。
また、1896 年、沖縄県区制（明治 29 年勅令第 19 号）と沖縄県郡編成（明







1921 年には市制が施行され、首里・那覇の 2区は市となり、1926 年の
郡制廃止 3）によって郡役所・郡長はなくなり、島庁・島司は支庁・支庁長
となった。
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び）の栽培を手掛けた。1915 年には甘蔗面積 950 町歩、開墾総面積は
1585 町歩に達したと言われ、この段階で同島の開墾はほぼ終了している。
彼は玉置商会を経営しており、農園主として八丈島出身の人々に土地を
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有しており、肥料不況により 1929 年から 1933 年まで操業中止、無人島化
するというような曲折を経ながら、燐鉱業が営まれている。
沖大東島は、1929 年の操業中止まで、女性と子どもが存在しない男性
鉱夫ばかりの島であったが、1933 年の操業再開を経て、翌 1934 年には女
性鉱夫 178 名や小児 61 名が存在するようになった。その後、住民は 1945
——————————————————————————————————————————
16）平岡・同上論文 16−17、19−20 頁。平岡・同上書 172 頁。
17）平岡・同上書 164−167 頁。
18）南大東村誌編集委員会編・前掲注 9『南大東村誌（改訂）』295 頁。
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なお、日本軍は、1944 年 3 月から海軍警備隊が駐留し、同月陸軍第 85
兵站警備隊が第 32 軍（沖縄守備軍）に編入されて翌 4月から駐留している。



























































政府記録 1』114 頁には、1946 年 7 月 5 日の沖縄民政府部長会議会議録における「石橋農務
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26）LSTとは “Landing ShipTank” の頭文字で、戦車揚陸艦のことである。海岸に乗り上げ
て人や物資の揚陸ができ、群島間の交通に用いられた。
27）南大東村誌編集委員会編・前掲注 9『南大東村誌（改訂）』465、479 頁には、「キャリトン
大尉」とある。しかし、1946 年 6 月 27 日付の “U.S.NAVALMILITARYGOVERNMENT
STAFFASSIGNMENTANDSTATIONLIST”（ワトキンス文書刊行委員会編『沖縄戦後
初期占領史料　第 25 巻』緑林堂書店、1994 年所収）同書 167 頁には、“ECONOMICS
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長を置くなど村役場の陣容を整えた。彼らの初仕事は村役所 34）の確保で
あり、まさにゼロからのスタートだったと言える。1946 年の段階で、南
大東村役所は庶務・産業・財務・商務の 4課 25 人体制を取り、北大東村
役所は庶務・産業の 2課 12 人体制を取っていた。35）




沖縄民政府は、1946 年 7 月 11 日に、行政事務を掌握統制するために南・
北大東村を管轄区域とする大東支庁（Daitos BranchAdministration）を
新設するに至る。米国陸軍軍政府の命によるもので、南大東島に置かれた。











































ある。1947 年 7月現在、支庁の「本庁」には 14名が在籍していた。40）
大東支庁が存続した 1948 年 3月 31 日までのあいだ、大東諸島には諸島
レベルの議会はなく、同諸島から沖縄議会に代表を送ることもなかった。
村レベルの議会としては、まずは議決機関ではなく村長の諮問機関とし





委員は新たに選任されている。南大東村の村政委員は 12 名で、1947 年 1
月 13 日に 19 名の立候補者の中から選挙された。北大東村の村政委員は
12 名で、1946 年 10 月 25 日の各区長による推薦報告によって選任されて
いる。1947年 3月 5日には南大東村の、1946年 12月 14日には北大東村の、
それぞれ第 1回の村政委員会が開催された。42）
1948 年 3 月に村会議員選挙が行われて村会が設置されるまで、南大東
村の村政委員会は、1947 年 3 月、5月、そして 9月の 3回にわたって開催
されている。これに対して、北大東村の村政委員会は、1946 年 12 月 14












42）南大東村誌編集委員会編・同上書 524−525 頁。北大東村誌編集委員会編・前掲注 11『北
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集委員会編・同上書 489 頁の年表には、1947 年 1 月 27 日に「第一回村政委員会が開かれ島
内物資の公定価格を決定」とある。本稿では、同書 525 頁に「第一回村政委員会」として
議事録の残されている同年 3月 5日を第 1回の村政委員会開催日としたい。




































−」21 頁。南大東村誌編集委員会編・前掲注 9『南大東村誌（改訂）』540 頁。
49）南大東村誌編集委員会編・前掲注 9『南大東村誌（改訂）』540−541 頁。
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られたためである。日糖興業は 1945 年中に東京の連合国軍最高司令官総
司令部（GHQ／ SCAP）へ北大東島からの燐鉱の「輸入」を願い出て、
翌 1946 年 1 月に正式に許可が下りた。同年 2月に第 1回の積取船が来島
して 3250 トンを積出したのを皮切りに、6月の村制施行まで 1万 3222 ト
ンを積出している。こうした状況を背景として、沖縄民政府による村制施
行＝「自治」制施行がなされたのであった。50）























月 52）には米軍政府から責任者としてフィル・R・ガーン（Phil R. Garn）
隊長（中尉）が技術者や通訳など 4名を連れて着任している。53）
親川燐鉱課長が率いる燐鉱課は、職員 23 名と作業員 181 名の計 204 名
を擁しており、その規模は職員だけで支庁の「本庁」をしのぐ。54）ガーン
はGHQ／SCAPに1ヵ月あたり7500トンを引き渡すことを約束していた。

























燐鉱業は活況を呈し、1949 年 10 月には「年産二万トンの北大東島燐鉱
は琉球最大の輸出品」57）と言われて 20 万ドルを稼いだと報じられた。敗
戦時人口 745 人であった北大東島には疎開先から戻る者や南大東島から移
住する者も多くなり、同じ 1949 年には 1256 人に達したということである。













57）「輸出品の首位　大東のりん鉱　かせいだ二十万ドル」『沖縄タイムス』1949 年 10 月 13 日。
58）北大東村誌編集委員会編・前掲注 11『北大東村誌』403−404 頁。
59）沖縄県立図書館史料編集室編・前掲注 24『民政府記録 1』381−382 頁。
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66）沖縄県立図書館史料編集室編・前掲注 24『民政府記録 1』426、433 頁。
67）沖縄県立図書館史料編集室編・同上書 453−454、456、460 頁。
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おも食い下がった。68）












南大東村議選は定員 12 名のところ 15 名が立候補し、投票率は 93.75％で
ある。20 代や 30 代の当選者がおり、12 名のうちの 4名が村政委員出身で
あった。73）北大東村議選は定員 12 名で、立候補者は不明であるが、これま
た投票率は 100％である。当選者は 20 代 2 名、30 代 7 名、40 代 2 名、50
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Trip  to Kita Daito” in　“Background  Information  Booklet :Area
Studies  Islands  off  Okinawa”（沖縄県公文書館所蔵・資料コード
0000025311）。1947 年 3 月 18 日付。米国陸軍軍政府経済部ロバート・W・
スコット（RobertW.Scott）少佐名義。
付記）本稿において史料の引用に際しては、旧仮名遣いは新仮名遣いに、旧字体の漢字は新
字体の漢字にそれぞれ直した。読み辛い場合に限り、句読点を補った箇所もある。さらに、
引用文内において丸括弧を使って補った部分は、文中に「ママ」と明示した箇所を除いて、
全て引用者によるものである。
